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ＰＰＰ（Public-Private-Partnership）協定 令和２年度概要

国土交通省

国土交通省とPPP協定を締結した民間事業者が、協定パートナーとして、地方公共団体職員・地場企業向けにセミナー
の開催や個別相談、データベースの提供を通じ、PPP/PFIの普及・啓発を行います。

国土交通省は、協定パートナーの活動の広報や協定パートナーへの情報提供、協定パートナー主催セミナーへの
職員派遣等を通じて、協定パートナーの活動を支援します。

国土交通省

協定パートナー

セミナーパートナーは、各々の強みを活かして、地方公共団体職員、地場企業等を対象としたPPP/PFIに関する
セミナーを開催します。セミナーの参加費は無償です。

セミナーパートナー

金融機関パートナーは、地方公共団体職員及び地場企業の方を対象に、PPP/PFIに関する相談対応や情報
提供を実施します。地方公共団体は無償でご利用いただけます。

金融機関パートナー

個別相談パートナーは、 地方公共団体職員及び地場企業の方を対象に、PPP/PFIに関する相談対応を実
施します。地方公共団体は無償でご利用いただけます。

個別相談パートナー

データベースパートナーは、 PPP/PFIに関するデータベースを提供します。地方公共団体は無償でご利用いただ
けます。

データベースパートナー



ＰＰＰ協定パートナー 令和２年度一覧

※五十音順、下線は令和2年度より新たにPPP協定を締結した民間事業者を指す

【セミナーパートナー】（10者）

株式会社オリエンタルコンサルタンツ

一般社団法人国土政策研究会

大和リース株式会社

玉野総合コンサルタント株式会社

日本管財株式会社

一般財団法人日本不動産研究所

ハイアス ・アンド・カンパニー株式会社

株式会社ブレインファーム

株式会社北海道銀行

株式会社YMFG ZONEプラニング

【個別相談パートナー】（44者）

株式会社アプレイザルジャパン 大日本コンサルタント株式会社

一般社団法人いしかわエネルギーマネジメント 大和リース株式会社

株式会社エイト日本技術開発 株式会社地域計画建築研究所

株式会社NJS 株式会社地域経済研究所

NTTインフラネット株式会社 中央コンサルタンツ株式会社

株式会社エンジョイワークス デロイトトーマツグループ

株式会社小野建築研究所 中日本建設コンサルタント株式会社

株式会社オリエンタルコンサルタンツ 日本PFIインベストメント株式会社

株式会社九州経済研究所 一般財団法人日本不動産研究所

ケイスリー株式会社 隼あすか法律事務所

株式会社建設技術研究所 PwCアドバイザリー合同会社

国際航業株式会社 株式会社日比谷花壇

一般社団法人国土政策研究会 株式会社福山コンサルタント

株式会社五星 株式会社ブレインファーム

株式会社コトブキ ベックス株式会社

株式会社コプラス 株式会社松下設計

株式会社シー・アイ・エス計画研究所 ミズノ株式会社

シダックス株式会社 八千代エンジニヤリング株式会社

清水建設株式会社 株式会社ＵＲリンケージ

株式会社スペースバリューホールディングス ユーミーコーポレーション株式会社

積水ハウス株式会社 ランドブレイン株式会社

特定非営利活動法人全国地域PFI協会 株式会社YMFG ZONEプラニング

【金融機関パートナー】（15者）

株式会社青森銀行

株式会社秋田銀行

株式会社鹿児島銀行

株式会社きらぼし銀行

株式会社山陰合同銀行

株式会社静岡銀行

西武信用金庫

多摩信用金庫

株式会社北都銀行

株式会社北洋銀行

株式会社北海道銀行

株式会社北國銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社山梨中央銀行

株式会社横浜銀行

【データベースパートナー】（1者）

特定非営利活動法人日本PFI・PPP協会


